
令 和 ４ 年 ２ 月   

くらし安全安心課 

 

令和４年４月１日からの成年年齢引下げに関する主な取組み 

 

 

令和４(2022)年４月１日から民法上の成年年齢が２０歳から１８歳に引き下げられ

ます。令和４年４月１日に１８歳、１９歳に達している方はその日から、１７歳以下

の方は１８歳の誕生日から成人となります。 

成人になると、親の同意なしに契約等ができるようになり、未成年者契約の取消権

が使えなくなります。このため、知識や経験の乏しい１８歳、１９歳の消費者トラブ

ルの増加が懸念され、消費者トラブル防止や救済に向けた取組みの推進が急務となっ

ています。県においても、様々な媒体を活用し、消費者被害防止の啓発に努めてまい

ります。 

 

                 記 

１ 大学、短期大学、高等専門学校、専修学校、専門学校、特別支援学校への啓発 

２ 教員向け消費者教育講座 

３ 県広報媒体の活用 

（１）テレビお知らせ番組「晴れの国生き活きテレビ」（11月、３月） 

（２）ラジオ（対談、お知らせ）（８月、11月、12月、１月、３月） 

（３）ＮＨＫデータ放送（１月、３月） 

（４）県政広報資料（市町村広報誌１～２月）への掲載資料提供 

（５）県広報紙「晴れの国おかやま」２月号「県政フラッシュ」 

（新聞折込みや市町村広報誌との各戸配布）  

４ ＷＥＢ動画広告及び特設サイトによる啓発（１０月～２月） 

ＷＥＢ動画広告を配信するとともに、特設サイト「岡山県消費者被害防止

サイト」において成年年齢引下げについての注意喚起やよくあるトラブル事

例等を掲載。ＷＥＢ動画広告は、YouTube、TVer、Twitter等で幅広く配信。 

５ 県ホームページでの啓発 

・制度説明や啓発チラシ等を掲載。国の特設サイト等をリンク紹介。 

・YouTube による消費者教育動画の発信。 



 

６「タウン情報おかやま」への啓発広告掲載（２月 25日号予定） 

   対象者及びその家族への啓発を図る。 

７ 山陽新聞「就活特集号」での啓発広告掲載（２月 26日予定） 

対象者及びその家族への啓発を図る。 

８「消費のアドバイス」（山陽新聞）、さりお（山陽リビングメディア（株））、 

くらしとなかま（生活協同組合おかやまコープ）への掲載。 

９「地方連携推進フォーラム 2022in 岡山」の開催（２月 27日 Zoom ウェビナーに 

よるライブ配信を予定）【チラシ別添】 

「様々な主体と連携した若者が参画する消費者教育～岡山からの提案～」

をテーマに、今後の消費者教育のあり方や効果的な教材の活用方法を提案す

る。 



2022年  月   日(　)13:00 - 17:002 27 日

地方連携推進フォーラム 2022 in 岡山

2022 年 4 月から成年年齢が引き下げられます。こうした中、新たに成年となる若者が消費者被害にあうことなく、

自立した消費生活を送るためには「より実践的な消費者教育」が必要となります。

本フォーラムでは、有識者による基調講演をはじめ、消費者庁や岡山県が作成した消費者教育教材を活用した授業の紹介、

パネルディスカッションを通じて、学生や教員、消費者団体、行政など様々な主体が連携した取組の推進や、

今後の消費者教育のあり方や効果的な教材の活用方法について共有します。

みなさまのご参加をお待ちしています。

※ フォーラムの内容は、後日、消費者庁 HP にて動画配信する予定です。（詳細は消費者庁 HP でお知らせします）

　 新型コロナ感染症拡大の状況を鑑み、開催方法が変更になる可能性があります。

◆基調講演

「2022 年、成年年齢引下げと新学習指導要領の実施～消費者教育の一層の充実を目指して～」

文部科学省消費者教育推進委員会委員、玉川大学教育学部教授　樋口 雅夫

◆モデル授業紹介（動画上映）

「大学生による高校生への消費者教育授業～ 18 歳で大人になるって！？ 消費生活から考えよう～」

◆パネルディスカッション

「様々な主体と連携した若者が参画する消費者教育～岡山からの提案～」

コメンテーター　：

コーディネーター ：

パネリスト　　　：

◆成年年齢引下げに向けた４省庁＊連携プログラム

～成年年齢引下げに向けた実践的な消費者教育の推進～　

　　　　 オンライン開催（Zoomウェビナー）
　　　　 ※お申し込みいただいた先着200名に

　　　　　　　   ウェビナーにアクセスするためのURLをメールでお送りします。　　

主 催 参加費       無料

定 員　　200名

様々な主体と連携した

若者が参画する消費者教育

～岡山からの提案～

後 援

消費者庁 
文部科学省
岡山県

岡山県教育委員会
岡山市
岡山市教育委員会

文部科学省消費者教育推進委員会委員、玉川大学教育学部教授

岡山県消費者教育コーディネーター

岡山大学法友会（大学生代表）

川崎医療福祉大学医療福祉マネジメント学部准教授

岡山県立岡山東支援学校校長

岡山県消費生活センター所長

樋口  雅夫

矢吹  香月

宮本 あゆは

田村  久美

藤井 真理子

渡邉  佳苗

（＊消費者庁、法務省、文部科学省、金融庁）

© 岡山県  「うらっち・ももっち」

樋口 雅夫 氏

開催方法

（※敬称略）



開会挨拶　　　　  岡山県知事　伊原木 隆太

挨拶　　　　　　  消費者庁審議官　片岡 進

　　　　　　　　　　　　文部科学省  男女共同参画共生社会学習・安全課長　石塚 哲朗

基調講演　　　　  テーマ「2022 年、成年年齢引下げと新学習指導要領の実施

　　　　　　　　　  ～消費者教育の一層の充実を目指して～」

　　　　　　　　　　　　文部科学省消費者教育推進委員会委員、玉川大学教育学部教授　樋口 雅夫

休憩

モデル授業紹介（動画上映）　「大学生による高校生への消費者教育授業～ 18 歳で大人になるって !?　消費生活から考えよう～」

パネルディスカッション　「様々な主体と連携した若者が参画する消費者教育～岡山からの提案～」

休憩

成年年齢引下げに向けた４省庁連携プログラム　～成年年齢引下げに向けた実践的な消費者教育の推進～

　

閉会

コ ー デ ィ ネ ー タ ー

パ ネ リ ス ト

コ ー デ ィ ネ ー タ ー

コ メ ン テ ー タ ー 文部科学省消費者教育推進委員会委員、玉川大学教育学部教授　樋口 雅夫

岡山県消費者教育コーディネーター　矢吹 香月

岡山大学法友会（大学生代表）　宮本 あゆは

川崎医療福祉大学医療福祉マネジメント学部准教授　田村 久美

岡山県立岡山東支援学校校長　藤井 真理子

岡山県消費生活センター所長　渡邉 佳苗

消費者庁消費者教育推進会議委員、椙山女学園大学教授　東 珠実

（消費者庁）消費者庁消費者教育推進課長　𠮷村 紀一郎

（法務省）法教育推進協議会委員、福井大学学術研究院教育・人文社会系部門教授　橋本 康弘

（文部科学省）文部科学省消費者教育推進委員会委員、玉川大学教育学部教授　樋口 雅夫

（金融庁）金融庁金融研究センター長、慶応義塾大学名誉教授　吉野 直行

プログラムプログラム

13:00～13:10

13:10～13:20

13:20～14:00

14:00～14:15

14:15～14:35

14:35～15:50

15:50～16:00

16:00～17:00

17:00

申込み締切日     月  　日 (　  ) 必着

ふりがな

氏名

TEL

メールアドレス

所属

備考

参 加 申 込 書

FAX

※ ご記入いただいた団体や個人の情報は、事務局で適切に管理いたします。

下記フォームからお申し込みください。

https://form.caa.go.jp/input.php?select=1107

FAX 03-3507-9286
※ 以下の参加申込書に必要事項をご記入の上、お送りください。

地方連携推進フォーラム 2022 運営事務局
https://form.caa.go.jp/input.php?select=1107　TEL:03-3507-9190

※ 申込みは先着順です。定員となり次第締め切らせていただきます。

212

※ 登壇者、プログラムは変更になる場合があります。

※ 当日は要約筆記を実施します。　

申込み方法申込み方法

WEB

月

© 岡山県  「ももっち・うらっち」

問合わせ先

パ ネ リ ス ト

（※敬称略）

消費者庁 消費者ホットライン

イメージキャラクター

イヤヤン
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